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（1） 検討会報告書案について  

（2） 船員保険における医療制度改正案について  

（3） その他   



船員保険制度の在り方に関する検討会報告書（座長案）  

平成17年12月 日  

1．検討の経緯  

○ 船員保険制度は、船員を対象とする総合保険として、昭和15年の創  

設以来、船員労働の特殊性を踏まえた給付を行い、船員及びその家族の   

生活の安定と福祉の向上に大きく寄与してきた。  

○ しかしながら、昭和46年度をピークに被保険者数が減少し続けてお   

り、制度運営は厳しさを増している。昭和61年4月には、公的年金制  

度の再編成の一環として、船員保険制度の職務外年金部門を厚生年金保   
険制度に統合するという大改正が行われたが、その後も長期給付を行う  

職務上年金部門については平成10年度以降単年度収支の赤字が続くな   

ど、現在も構造的な財政問題を抱えている状況である。  

○ また、現在、政府部内で特別会計の見直しについて議論されているが、   

その中で、  

・平成15年11月に財政制度等審議会がとりまとめた「特別会計の  

見直しについて一基本的考え方と具体的方策－」において、 「船員保  

険特別会計については、被保険者数（8年度：99千人→14年度：  

70千人）等の推移を踏まえ、今後、独立した保険事業としての必要  

性を検討すべきである」と指摘されたほか、  

・平成16年6月に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関す  

る基本方針2004」において「「特別会計の見直しについて一基本  

的考え方と具体的方策－」（平成15年11月26日財政制度等審議  

会）で提起されている保険事業についてはその存廃も含めて検討す  

る」   

と指摘されている。  

○ これらを踏まえ、今後の船員保険制度の在り方について検討すること   

を目的として、平成16年10月に本検討会が設置され、船員保険制度   

における受益と負担の当事者である被保険者及び船舶所有者を代表する   

者等により、8回にわたって議論を重ねてきた。  

○ 本報告書は、本検討会における議論を踏まえ、今後の船員保険制度の  

見直しの方向性について、船員保険制度の関係当事者の共通認識をとり   



まとめたものであり、関係当事者や厚生労働省、国土交通省に対し、今  

後、本報告書の内容に沿って船員保険制度の見直しを具体的に進めるこ  

とを求めるものである。  

2．制度の現状等  

（1）被保険者等の推移  

○ 船員保険制度の被保険者数は、平成16年度62，944人であり、   
その減少傾向に歯止めがかかっていない状況である。これに伴い、保険   

料収入も依然として減少し続けており、特に、長期給付を行う職務上年   

金部門においては、平成10年度以降単年度収支の赤字が続くなど、厳   

しい財政運営となっており、抜本的な財政対策が必要な状況である。  

○ こうした中で、船員保険の未加入者に対する対策として、平成17年  

1月より適用促進対策の強化を図ったところであり、また、経済情勢の   
回復基調等を背景に、汽船の被保険者数に関しては下げ止まりの兆しが   

見られるが、長期的には被保険者数が減少し続けるものと見込まれると   

ころである。これに関し、被保険者及び船舶所有者からは、保険財政の   

将来見通しを試算する上で最も厳しいケースとして、将来は3万人又は   

3万5千人まで減少するという見込みが示されたところである。  

（2）財政面での課題  

○ 今後とも被保険者数の減少傾向が続いた場合に、保険財政にどのよう   
な影響が生じるかについて、本検討会では、一定の前提をおいた上で、   

疾病部門、職務上年金部門及び失業部門それぞれの機械的な財政推計を   
行って検証した。  

○ 被保険者数が平成27年度に3万人又は3万5千人となるケースに   

ついて、各部門の機械的な財政推計を行ったところ、職務上年金部門に   

ついては、現行の制度と保険料率を前提とする限りにおいて、将来にわ   

たり支払いを継続できるケースとともに、途中の年度で積立金が枯渇し   

財政破綻する試算結果も複数見られた。そのうち最も深刻なケースで   

は、平成32年度に職務上年金部門の積立金が枯渇し、支払不能に陥る   

可能性があることが示された。  
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○ 船員保険の職務上年金部門は、新規受給者の将来にわたる年金給付を   

給付時点の船舶所有者からの保険料収入と積立金の運用収入等で賄う   

こととしており、今後、保険集団として規模が縮小した場合、将来の年   

金給付を賄うための保険料負担が過大なものとなる可能性がある。また   

仮に、労働者災害補償保険制度と同様に、新規受給者の将来にわたる年   

金給付を災害発生年度の事業主で負担する財政方式（以下「充足賦課方   

式」という。）に変更した場合、平成17年度末で約1，700億円の   

積立不足が見込まれる。  

（3）特別会計改革との関係  

0 1で述べたとおり、「特別会計の見直しについて一基本的考え方と具   

体的方策一」及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」におい   

て、船員保険特別会計については存廃も含めて検討すること等とされて   

いる。  

○ また、平成17年11月には、財政制度等審議会において、「船員保   

険事業のうち健康保険制度に相当する部分については公法人化した政   

管健保を含め国以外の主体による運営を、また、労災保険制度及び雇用   

保険制度に相当する部分については労働保険特別会計との統合を検討   

すべきである」と指摘されており、この特別会計改革の中で船員に対す   

る必要な保障を維持していくという観点からも、本検討会において、船   

員保険制度の今後の在り方について結論を出すべきである。  

（4）社会保険庁改革との関係  

○ 船員保険の保険者である社会保険庁については、平成20年秋に、公   

的年金の運営を担う国の機関である年金運営新組織と、政府管掌健康保   

険の運営を担う国以外の公法人に分離されることが検討されており、平   

成18年の通常国会に関連法案が提出される予定であることから、この   

面からも船員保険の運営組織の見直しが避けられない状況である。  

3．今後の船員保険制度の在り方について  
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（1）船員保険制度の在り方の基本的な方向  

○ 以上のように、船員保険制度を取り巻く環境は、安定的な制度運営に   

とって大変厳しいものとなっており、今後の船員保険制度の在り方につ   

いて抜本的な見直しが行われるべき状況にある。  

制度の見直しに当たっては、2で指摘した制度をめぐる状況の下、次  

・の点を考慮する必要がある。   

職務上年金部門の財政問題については、年々被保険者数が減少し続  

ける船員保険制度の中だけで解決することには限界がある。一方、労  

働者災害補償保険制度においては、長期給付について充足貝武課方式に  

よる財政運営を行うとともに、給付等に要する費用の一部を全業種一  

律に負担するという考え方で保険料率を設定することにより、財政の  

長期安定性を保つ仕組みとなっている。   

船員が陸上勤務に移った場合、船員保険制度の被保険者から雇用保  

険制度の被保険者へと移行することになるが、船員保険制度の失業部  

門と雇用保険制度との間で被保険者期間が通算できないなど、船員と  

陸上労働者の制度が分立していることによる不都合も生じている。   

船員労働については、海上という厳しい労働環境による肉体的負荷  

を長期にわたり負うこと、乗船中に医師による治療を受けることが陸  

上と比較して困難であること、船舶が生活の場ともなるため長期にわ  

たって家庭から離れなければならないこと等の特殊性があり、船員保  

険の給付の中には「船員労働の特殊性」との関連が深いものがある。  

○ 以上のような状況を踏まえれば、船員保険制度の各部門（職務外疾病   

部門、職務上疾病・年金部門及び失業部門）を一般制度（健康保険制度、   

労働者災害補償保険制度及び雇用保険制度）に統合することを基本とし   

た上で、船員労働の特殊性にかんがみ、なお不可欠と考えられる給付に   

ついては、引き続き給付できる仕組みを構築することが必要である。  

○ 具体的には、職務上疾病・年金部門及び失業部門については、労働者   

災害補償保険制度及び雇用保険制度に相当する部分を、それぞれ一般制   

度に統合するとともに、船員保険制度のその他の部分については、国以  

外の公法人で実施することを基本とし、その実現可能性について今後速   

やかに具体的な検討に入るべきである。これに関しては、被保険者側か   

ら、一般制度への統合は選択肢の一つであり、引き続き船員独自の総合  
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保険制度として椎持することについても検討すべきであるとする意見  

や、統合後の全体的な保険料負担の具体的な姿をはじめ先行きが不透明  

であるとする意見があった一方、船舶所有者側から、統合後も強制加入  

を担保できるような仕組みが必要であるとする意見もあった。  

（2）一般制度との統合に当たっての留意事項   

船員保険制度の各部門を一般制度に統合するに当たっては、次のよう  

な事項に留意する必要があり、今後、関係当事者において引き続き検討  

を進めるべきである。  

ア．積立不足額の取扱い  

○ 職務上年金部門の統合に伴い、充足貝武課方式による財政運営に移行   

するに当たっては、既裁定受給者に係る将来の年金給付に要する資金   

について多額の積立不足が生じることから、これを償却することが必   

要となる。  

○ 積立不足の償却に当たっては、保険料負担によるほか、現在船員保   

険が保有している積立金等を充当することについて、船員保険制度全   

体で検討する必要がある。これに関しては、積立金は船員保険制度全   

体で一括して管理されており、その全額を積立不足の償却に充てるべ   

き、との意見がある一方、被保険者の保険料負担に係る積立金につい   

ては、積立不足の償却に充当すべきでない、との意見があった。  

○ また、積立不足を償却するために必要となる船舶所有者の保険料負   

担を急激に過大なものとしないため、積立不足額の償却の期間等につ   

いて検討する必要がある。  

イ．船員労働の特殊性を踏まえた給付の取扱い  

○ 船員保険制度の各部門を一般制度に統合するに当たっては、一般制   

度における給付内容との均衡を図っていくことを基本としつつ、船員   

保険の独自給付の取扱いについて見直しを検討する必要がある。  

○ 船員保険法に基づく独自給付の中には、  

・船員法において災害補償の内容等が定められている給付があるこ  
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とや、  

・ 国際労働機関（ILO）において採択された「商船における最低基   

準に関する条約（第百四十七号）」において、国内法令の内容が同   

条約附属書に掲げる条約の内容と実質的に同等であることを確認す   

ることとされていること  

から、船員法に根拠を有する独自給付については、引き続き給付でき  

る仕組みを構築することが必要である。  

○ 上記以外の独自給付についても、今後の検討を通じて、船員労働の   

特殊性の観点からなお必要不可欠と判断される場合に、引き続き給付   

できる仕組みを構築することが適当である。これに関しては、船員保   

険の独自給付は包括承継すべきであるとする意見もあった。  

○ 引き続き実施する独自給付に要する費用については、給付の性格に   

応じて、被保険者及び船舶所有者の適正な保険料負担により賄う仕組   

みとすることが適当である。  

○ なお、船員保険制度の給付の中には、下船後3月の療養補償（船員   

法第89条第2項に規定する療養補償をいう。）等の複数の一般制度   

にまたがる可能性のある性格を持っ給付もあるため、船員保険制度の   

各部門を一般制度に統合する場合、単純に整理することが難しいこと   

を踏まえつつ、引き続き給付するための仕組みを検討する必要があ   

る。  

ウ．福祉事業の取扱い  

○ 福祉事業については、事業開始時点から社会経済情勢が変化してい   

ることを踏まえ、真に必要な事業を精査して実施することが求められ   

ており、一般制度と統合した後においては、関連する法令の差異に留   

意しつつ、原則として、一般制度における福祉事業の取扱いとの整合   

を図っていくことを基本として実施していくこととする。  

○ ただし、無線医療センターの運営や洋上救急医療の援護など、特に   

船員労働の特殊性との関連が深い事業については、引き続き実施する   

ことが適当と考えられる。これらの事業の実施方法については、一般   

制度の福祉事業の範囲を超えるものであることから、一般制度の福祉   

事業以外の仕組みも視野に入れ幅広く検討することが必要である。  
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○ また、船員保険制度の福祉施設（船員保険病院・診療所、船員保険   

保養所等）については、特別会計改革における議論や、国が保有する   

公的施設の在り方に関する議論において、廃止・民営化などの整理合   

理化措置を進めることとされている点を踏まえ、引き続き整理合理化   

に取り組むとともに、個々の施設ごとにみて真に必要と認められる施   

設の設置運営の在り方については、国以外の主体による管理・運営の   

方法も視野に入れて検討すべきである。  

エ．事務の効率性等  

○ 船員保険制度の各部門を一般制度に統合するに当たっては、事務の   

効率性や被保険者等の利便性の確保等に配慮しつつ、国以外の公法人   

が実施する場合を含め、事務コストの削減に努めるべきである。また、   

今後の検討に当たっては、統合後の保険料率の合計が可能な限り統合   

前の水準並みとなるよう検討していくことが適当である。  

（3）船員保険特別会計の取扱い  

○ 現在国の行う船員保険事業は、保険料財源を中心に運営されており、  

■給付と負担の関係を明確にする必要があることから、同事業を区分経理   

するために船員保険特別会計が設置されている。したがって、船員保険   

特別会計の見直しについては、船員保険制度の在り方の見直しに応じて   

行う必要があり、4で述べる同制度の関係者による協議の結果を踏まえ   

て検討すべきである。  

4．制度改正に関する検討の進め方  

○ 船員保険制度の見直しに当たっては、  

・他の社会保障制度や国際条約との関連に留意して、個々の給付につい   

ての整理が必要であること、  

・新たな船員保険の運営組織において、システム開発等の円滑な体制整   

備のために一定の期間を要すること、  

・職務上年金部門の積立不足額の償却に向けた取組の円滑な進捗を見極   

める必要があること   

等から、 見直し後の制度を実施するまでには相当の移行期間が必要であ   

る。  
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○ それまでの間は、船員保険の給付や保険料徴収等の業務について現に社   

会保険事務所等が地方運輸局との連携の下に行っていることを考慮し、円   

滑な事業の実施を図る観点から、社会保険庁（年金運営新組織の設立後は   

年金運営新組織）において、暫定的に船員保険事業を運営することが適当   

であり、政府においてはそのために必要な法整備を行うべきである。  

○ また、3（1）で示した基本的な方向に沿って、船員保険制度の在り方   

を見直すため、船員保険制度の関係者において、新たな給付の仕組みの在   

り方、独自給付や福祉事業の種類・内容の整理等について、今後、具体的   

に掘り下げた検討が必要である。  

このため、被保険者、船舶所有者、厚生労働省、国土交通省等の関係者   
において船員保険事業に関する討議の場を設け、今後1年程度の期間をか   

けて、船員保険制度と一般制度の統合の具体的な形について、本報告書を   

踏まえた具体的な協議・検討を行い、関係者間の合意形成を図るべきであ   

る。  

○ 制度見直し後の新たな仕組みや法令上の位置付け等については、統合の   

受け皿となる一般制度を運営する立場からの検討も必要となる。  

このため、船員保険制度の被保険者、船舶所有者等による検討の状況も   

踏まえっつ、関係する審議会に対して、統合する場合の制度の在り方等に   

関する検討を開始するよう求めることが適当である。  
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